
障害者総合支援法の地域生活支援事業の実施状況 

平成２７年３月 

厚生労働省 障害保健福祉部 

企画課  自立支援振興室 

 



１．移動支援 
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移動支援事業の実施状況【都道府県別】 

○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では1,576市町村／1,741市町村（H26.3.31現在）で実施割合は90.5%である。 

実施割合（％） 
平均 
90.5% 

2 ※数値は平成２５年度値。 
※各自治体からの実績報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 

 



移動支援事業 都道府県別の事業費（平成２５年度） 

※数値は平成２５年度値。 
※各自治体からの実績報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 

 

（単位：百万円） 

3 

1436 

85 38 
310 

14 64 
301 

125 198 
437 

2250 

1225 

6604 

3373 

415 

18 
274 

84 94 

518 

213 
432 

2866 

262 343 

1796 

8383 

3471 

596 

223 114 
243 350 

1678 

66 
215 255 

135 64 

1173 

67 
181 

71 166 
186 

202 
328 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

北
海
道 

青
森
県 

岩
手
県 

宮
城
県 

秋
田
県 

山
形
県 

福
島
県 

茨
城
県 

栃
木
県 

群
馬
県 

埼
玉
県 

千
葉
県 

東
京
都 

神
奈
川
県 

新
潟
県 

富
山
県 
石
川
県 

福
井
県 

山
梨
県 

長
野
県 

岐
阜
県 

静
岡
県 

愛
知
県 

三
重
県 

滋
賀
県 

京
都
府 

大
阪
府 

兵
庫
県 

奈
良
県 

和
歌
山
県 

鳥
取
県 

島
根
県 

岡
山
県 

広
島
県 

山
口
県 

徳
島
県 

香
川
県 

愛
媛
県 

高
知
県 

福
岡
県 

佐
賀
県 

長
崎
県 

熊
本
県 

大
分
県 

宮
崎
県 

鹿
児
島
県 

沖
縄
県 



25.3 

13.4 
14.8 

30.7 

17.4 

14.4 

21.8 
20.9 

21.9 

33.2 

46.7 

34.5 

40.9 

27.1 
28.1 

15.8 

27.4 

23.2 

16.1 

24.3 
23.2 

21.3 

34.8 

22.8 
23.5 

39.9 39.3 

44.7 

25.4 

23.0 

25.5 25.6 

21.9 

29.7 

24.9 

22.4 
23.2 

18.0 

26.7 

36.3 

18.9 

26.4 

19.3 

24.3 

29.1 

32.7 

27.7 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

北
海
道 

青
森
県 

岩
手
県 

宮
城
県 

秋
田
県 

山
形
県 

福
島
県 

茨
城
県 

栃
木
県 

群
馬
県 

埼
玉
県 

千
葉
県 

東
京
都 

神
奈
川
県 

新
潟
県 

富
山
県 

石
川
県 

福
井
県 

山
梨
県 

長
野
県 

岐
阜
県 

静
岡
県 

愛
知
県 

三
重
県 

滋
賀
県 

京
都
府 

大
阪
府 

兵
庫
県 

奈
良
県 

和
歌
山
県 

鳥
取
県 

島
根
県 

岡
山
県 

広
島
県 

山
口
県 

徳
島
県 

香
川
県 

愛
媛
県 

高
知
県 

福
岡
県 

佐
賀
県 

長
崎
県 

熊
本
県 

大
分
県 

宮
崎
県 

鹿
児
島
県 

沖
縄
県 

平均 
26.1 
千円 

移動支援事業 都道府県別１人あたりの支出額（平成２６年３月利用分） 

【平均】26.1千円  【最大】埼玉県（46.7千円）  【最小】青森県(13.4千円） 

※「平均26.1千円」は、都道府県ごとの値を単純平均したもの。 

※各自治体への実態調査に基づき自立支援振興室において集計したもの。 

（個別支援型） 

（単位：千円） 
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 移動支援事業 都道府県別の支出額と実利用人員（平成２６年３月分） 

※各自治体への実態調査に基づき自立支援振興室において集計したもの。 

（個別支援型） 
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都道府県
支出額
（千円）

実利用人員
（人）

都道府県
支出額
（千円）

実利用人員
（人）

北海道 103,991 4,111 滋賀県 28,998 1,233
青森県 5,794 432 京都府 150,607 3,775
岩手県 2,421 164 大阪府 729,993 18,565
宮城県 27,760 904 兵庫県 282,639 6,318
秋田県 747 43 奈良県 49,696 1,959
山形県 3,076 214 和歌山県 17,306 753
福島県 21,898 1,004 鳥取県 9,246 362
茨城県 10,556 505 島根県 17,839 697
栃木県 15,374 702 岡山県 27,104 1,240
群馬県 40,974 1,236 広島県 124,924 4,207
埼玉県 180,799 3,872 山口県 4,915 197
千葉県 106,963 3,103 徳島県 16,436 735
東京都 525,566 12,842 香川県 21,899 943
神奈川県 241,671 8,917 愛媛県 10,855 602
新潟県 29,295 1,043 高知県 5,049 189
富山県 1,058 67 福岡県 97,159 2,676
石川県 20,822 760 佐賀県 5,443 288
福井県 6,449 278 長崎県 12,723 482
山梨県 6,651 413 熊本県 3,918 203
長野県 42,864 1,761 大分県 14,609 600
岐阜県 17,853 768 宮崎県 13,943 479
静岡県 36,838 1,727 鹿児島県 17,449 534
愛知県 236,083 6,781 沖縄県 23,680 855
三重県 20,703 909
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平均 
10.6 
時間 

 移動支援事業 都道府県別１人あたりの利用時間（平成２６年３月利用分） 

【平均】10.6時間  【最大】大阪府（20.3時間）  【最小】岩手県、富山県（6.1時間） 

（単位：時間） 

※「平均１0.6時間」は、都道府県ごとの値を単純平均したもの。 

※各自治体への実態調査に基づき自立支援振興室において集計したもの。 

（個別支援型） 
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移動支援事業 都道府県別の延べ利用時間と実利用人員（平成２６年３月分） 

※各自治体への実態調査に基づき自立支援振興室において集計したもの。 

（個別支援型） 
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都道府県
延べ利用時間

（時間）
実利用人員

（人）
都道府県

延べ利用時間
（時間）

実利用人員
（人）

北海道 43,411 4,111 滋賀県 10,333 1,233
青森県 3,413 432 京都府 60,197 3,775
岩手県 1,002 164 大阪府 375,997 18,565
宮城県 12,040 904 兵庫県 113,417 6,318
秋田県 265 43 奈良県 21,002 1,959
山形県 1,451 214 和歌山県 6,589 753
福島県 9,118 1,004 鳥取県 3,262 362
茨城県 4,535 505 島根県 6,466 697
栃木県 5,220 702 岡山県 14,461 1,240
群馬県 15,062 1,236 広島県 65,436 4,207
埼玉県 63,907 3,872 山口県 1,998 197
千葉県 38,590 3,103 徳島県 7,275 735
東京都 183,239 12,842 香川県 8,801 943
神奈川県 56,764 8,917 愛媛県 4,914 602
新潟県 10,847 1,043 高知県 1,937 189
富山県 410 67 福岡県 37,400 2,676
石川県 8,321 760 佐賀県 2,389 288
福井県 2,326 278 長崎県 5,919 482
山梨県 3,127 413 熊本県 1,750 203
長野県 21,461 1,761 大分県 6,762 600
岐阜県 7,069 768 宮崎県 5,551 479
静岡県 16,037 1,727 鹿児島県 6,177 534
愛知県 98,708 6,781 沖縄県 8,925 855
三重県 7,698 909



２．意思疎通支援 
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意思疎通支援事業の実施体制整備状況【都道府県別】 

○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では1,598市町村／1,741市町村（H26.3.31現在）で実施割合は91.7%である。 
実施割合（％） 平均 

91.7% 

※数値は平成２５年度値。 
※各自治体からの事業実施体制の整備状況報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
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意思疎通支援事業 

（内訳１） 手話通訳者派遣事業の実施体制整備状況【都道府県別】 
○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では1,595市町村／1,741市町村（H26.3.31現在）で実施割合は91.6%である。 

平均 
91.6% 実施割合（％） 

※数値は平成２５年度値。 
※各自治体からの事業実施体制の整備状況報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
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意思疎通支援事業 

（内訳２） 手話通訳者設置事業の実施体制整備状況【都道府県別】 
○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では656市町村／1,741市町村（H26.3.31現在）で実施割合は37.7%である。 

平均 
37.7%. 

実施割合（％） 

※数値は平成２５年度値。 
※各自治体からの事業実施体制の整備状況報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
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意思疎通支援事業 

（内訳３） 要約筆記者派遣事業の実施体制整備状況【都道府県別】 
○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では1,287市町村／1,741市町村（H26.3.31現在）で実施割合は73.9%である。 

平均 
73.9% 

実施割合（％） 

※数値は平成２５年度値。  
※各自治体からの事業実施体制の整備状況報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
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意思疎通支援事業 都道府県別の事業費（平成２５年度） 

※数値は平成２５年度値。 
※各自治体からの実績報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 

 

13 

196 

37 
25 

39 

25 27 

51 

27 
40 

62 

403 

171 

301 

186 

58 

10 

46 

17 23 

66 

40 

97 
86 

56 57 

170 

292 

181 

51 

34 39 43 
52 

78 79 

24 21 

50 

6 

128 

8 

63 

21 
35 

17 

47 

76 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

北
海
道 

青
森
県 

岩
手
県 

宮
城
県 

秋
田
県 

山
形
県 

福
島
県 

茨
城
県 

栃
木
県 

群
馬
県 

埼
玉
県 

千
葉
県 

東
京
都 

神
奈
川
県 

新
潟
県 

富
山
県 

石
川
県 
福
井
県 
山
梨
県 

長
野
県 

岐
阜
県 

静
岡
県 

愛
知
県 

三
重
県 

滋
賀
県 

京
都
府 

大
阪
府 

兵
庫
県 

奈
良
県 

和
歌
山
県 

鳥
取
県 

島
根
県 

岡
山
県 

広
島
県 

山
口
県 

徳
島
県 

香
川
県 

愛
媛
県 

高
知
県 

福
岡
県 

佐
賀
県 

長
崎
県 

熊
本
県 

大
分
県 

宮
崎
県 

鹿
児
島
県 

沖
縄
県 

（単位：百万円） 



３．日常生活用具 
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日常生活用具給付等事業の実施状況及び都道府県別の事業費（平成２５年度） 

※数値は平成２５年度値。 
※各自治体からの実績報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
 

 

（単位：百万円） 
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○ 全市町村に対する事業を実施している市町村の割合は1,724市町村／1,741市町村（H26.3.31現在）で実施
割合は99.0%である（注）。 （注）このため、都道府県別の実施状況のグラフは添付しない。 

○ 都道府県別の事業費は、下のグラフのとおりである。 



４．地域活動支援センター 
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 地域活動支援センター基礎的事業の実施状況【都道府県別】 

実施割合（％） 

平均 
79.0% 

○ 各都道府県内の市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。 
○ 全体では1,376市町村／1,741市町村（H26.3.31現在）で実施割合は79.0%である。 

※数値は平成２５年度値。 
※各自治体からの実績報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
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（万円） 基礎的 機能強化 1,317  
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地域活動支援センターに対する補助額 

・ 平成２５年度の実績報告額に基づき、地域活動支援センターに対する補助額（１か所あたり平均）を自治体の規模別にとりまとめたもの。 
・ 市町村地域生活支援事業費であるため、実施主体額ごとに補助額は異なるが、全国を単純平均すると、基礎的事業は７８０万円程度、 
 機能強化事業は３８０万円程度、計１，１６０万円程度となっている。 

※各自治体からの実績報告に基づき自立支援振興室において集計したもの。 
※機能強化事業の対象となっていない施設は含まれていない。 

政令・中核の別 人口規模別 
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